
2019年5月17日

ネットイヤーグループ株式会社
東証マザーズ 3622

決算説明会

2019年3月期(2018年度）



1

市場環境①

▌モバイルメディアを中心に、デジタルメディアの接触割合は
10年間で倍増
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▌ITによる企業変革「デジタルトランスフォーメーション」に取り組みはじめる企業の増
加、2030年には国内市場規模２兆円の予測（2018年富士キメラ総研調べ）

▌企業のIT投資予算は、徐々に「攻めのIT」へシフト
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デジタルトランスフォーメーション(DX）に
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企業のIT投資予算の用途

一般社団法人 電子情報技術産業協会 「2017年国内企業の「IT経営」に関す
る調査」（2018年１月）から作成

守りのIT投資 攻めのIT投資

市場環境②
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デジタル関連プロジェクトは、より複雑、大規模に

自社システム

市場環境③

経営層

マーケティング部門 営業部門 情報システム部門

基幹システム

基幹系システム
在庫管理
販売管理
受発注管理

情報系システム
WEB/CMS

社内コミュニケーション

クラウド

複数のシステム

ユーザー企業内の複数部門

複数のベンダー

コンサルティング会社

広告代理店

デザイン会社

SIer

CRM

MA

DMP

SFA
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▌AI,IoTの進化により消費者と企業との関係は大幅に変化

▌2024年頃にはAI活用による一貫した顧客体験が実現

テクノロジーの進化と顧客体験の向上

IoTによる
新顧客接点の

拡大

メール
のみ

デジタル全般
接客などの

リアル接点の一部

消費者が受け取る情報

あらかじめ
設定した
シナリオ

行動予測に
もとづいた
新しい提案

履歴に応じた
個別配信

デジタルと
リアルが統合
されたチャネル

2015〜2018年

MA&DMPの導入元年

全員
一斉配信

消費者と
企業の接点

データ基盤の整備

既存業務とデジタル
メディアの連携

活用データの拡大と
新しい顧客接点を
通した接客向上

蓄積されたデータを
活かしたAI活用と
一貫した顧客体験
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当社グループビジョンと事業

ビジネスの未来をデジタルで創る、
ビジネスの未来をユーザーと創る。

ユーザーエクスペリエンスからすべてが始まる

デジタルビジネス戦略立案 UX/CX設計 コンテンツ、SNS企画 システム開発

PR 広告 販促 営業 会員プログラム カスタマーサポートEコマースナーチャリング

無関心 関心を持つ 好意を持つ いいかも！ ほどよく付き合う 熱烈に付き合う

カスタマーエクスペリエンス

消費者

企業

自社メディア ソーシャルメディア 他社メディア

企業のデジタル変革をユーザー視点から支援



事業の状況
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2018年度 トピックス

受託領域における収益性改善
プロジェクト受注、プロジェクト管理プロセスの徹底した見直しが
一定の成果

連結営業利益黒字回復

売上の減少
トラブルの防止に向けて難易度が非常に高い案件の受注を控えると
ともに、不採算顧客との取引の見直し等の施策を実施し、売上減

非稼働人員の増加が利益を押し下げる

NTTデータと資本業務提携
2019年3月 公開買付けを経てNTTデータグループに

マーケティング x コマース x ペイメントを武器に、
デジタルマーケティング業界でのトップブランドを目指します
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▌2017年度にrakumoを売却した影響による減収1.3億円

▌トラブルの防止に向けて難易度が非常に高い案件の受注を控えるとともに、
不採算顧客との取引の見直し等の施策を実施

▌連結売上高 前期比 10.9%減 55.1億円
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連結営業利益、純利益

▌プロジェクト受注、プロジェクト管理プロセスの徹底した見直し
によりプロジェクト利益率向上、営業利益黒字化

▌第3四半期に固定資産の減損、特別損失7400万円

▌連結営業利益 2100万円、連結純損失7900万円
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▌赤字PJ削減、PJ利益向上施策により利益改善

1.96% 2.03%

0.70%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

2016年度 2017年度 2018年度

赤字プロジェクトの割合（件数ベース）

プロジェクト利益改善の状況

年間累計プロジェクト赤字は
1000万円を下回り、大幅改善

受注損失引当金計上せず
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連結貸借対照表

(百万円) (百万円)

206 225 
7 19 82 1 

268 
164 

1,351 

1,091 

1,290 

1,241 

2017年度 2018年度

現預金

売上債権

その他流動資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他資産

1,095 
756 

46 

28 

2,063 

1,958 

2017年度 2018年度

純資産

固定負債

流動負債

資産の部 負債、純資産の部

期末（3末）売上高減

売上減による仕掛品減
ライセンス前払費用減

減損による固定資産減 仕入減による
買掛品、未払金減
前受金減

1年未満長期借入金減

長期借入金解消

当期純利益▲83百万円
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新しい取り組み、主な実績

スモールPDCAからはじめる
「マーケティングオート
メーション サクセスサポー
ト」提供開始

「Funmee!!（ファンミー!!）」
「プロが教える趣味の1分間
HowTo動画メディア」としてリ
ニューアル

小田急電鉄株式会社Webサイト
第6回Webグランプリ

コーポレートサイト賞「優秀賞」受賞

ソーシャルメディア特化型
サービスシリーズ「Social 
Transformation Series」
提供開始

「PDCAのためのカスタマー
ジャーニー分析」提供開始

ショートショート フィルムフェスティバル
アジア「Branded Shorts」部門
「SUNRISE CineAD Award」受賞

ACCTOKYO CREATIVITY AWARDS
「フィルム部門 Bカテゴリー」部門
「ACCシルバー」受賞

企業のサービス開発中期
的なビジネス機会の創出
を支援する「デジタル
サービスデザイン部」開
設

Webサイト「GDPR対
応簡易調査サービス」
提供開始

2018年度にリリースした主なサービス 2018年度受賞作品

『ホットペッパービューティー』
ウェブ動画「春」
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資本業務提携について

▌2019年２月、NTTデータと資本業務提携

▌公開買付けを経て、当社はNTTデータグループに

×

マーケティング x コマース x ペイメントを武器に、
デジタルマーケティング業界でのトップブランドを目指します。
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NTTデータとの戦略的な業務提携領域

▌共同ブランディング／マーケティング
・ 「CXのネットイヤーグループ、テクノロジーのNTTデータが組むからこそ実現できるデジタルマーケティング」というブランドの
確立。

・ クライアントの未来をデザインする事例の創出。

▌デジタル人材が集まる働きがいのある職場作り
・ ネットイヤーグループの柔軟性・構想力と、NTTデータの信頼性・技術力を融合させたユニークで働きやすい職場作り。

・ 人材交流によりノウハウの共有。

・ NTTデータが持つ人材育成プログラムの活用。

▌デジタルマーケティング事業の拡大
・ NTTデータの顧客に対してネットイヤーグループのデジタルマーケティングサービスを提案。

・ ネットイヤーグループの顧客に対して、NTTデータグループのシステムソリューションを提案。

▌AI・ビッグデータを使った新規事業・新ソリューション開発
・ NTTデータが持つAI・ビッグデータに関する基礎技術力に、ネットイヤーグループのUXのノウハウを融合させ、マーケティング
業界および小売業界に向けたソリューションの開発。
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UXデザイン テクノロジー

CX

提携によって実現するCXのトップブランドとしてのケイパビリティ

プロジェクトリーダーシップ＆
マネジメント
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業務要件
理想のCXを

実現するシステム
企業活動と

基盤となるシステム
消費者が求める

体験
CX要件

CMS DMP MA EC/
Payment

理想のCXを実現するシステム構築を目指します

業務システム

統合顧客基盤
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当社ソリューションビジネスの方針

♥
仕組みの活用を支援して
あるべき顧客体験
を実現させる

あるべき顧客体験を
実現させる仕組み作り

デザインする

構築する 成長させる

あるべき顧客体験を描き
変革を牽引する

データで繋がる

マルチチャネル (チャネル横断)

の強力な開発力

デザインする

構築する

成長させる

当社ソリューションを
３つの視点で再定義
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2019年6月～ 新経営体制について

▌２代表取締役制導入 特に技術面からの経営力強化

▌執行役員制度導入 経営の意思決定および監督機能と業務執行機
能を分離し、事業環境の急激な変化に迅速かつ機動的に対応

取締役会

代表取締役社長CEO
石黒 不二代

代表取締役副社長COO
林田 敏之

２代表＆執行役員による業務執行

業務執行機能の分離

※６月２６日 株主総会承認後に予定する体制です。
※執行役員人事については後日発表いたします
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▌再成長に向けて採用強化、教育、人財への投資

▌NTTデータと協調し、再成長へ

▌安定的で継続的な配当を行なっていくことを基本方針とし、
2018年度期末配当は１株あたり3.25円

配当及び2019年度業績予想

2018年度実績 2019年度(予)

売上高 5,513 6,200

21 80

20 80

当期純利益 -52 70

経常利益

区分

営業利益


Sheet1

		

		区分 クブン				2018年度実績 ネンドジッセキ		2019年度(予) ネンドヨ				前期比 ゼンキヒ

		売上高 ウリアゲダカ				5,513		6,200				＋12.4%

		営業利益 エイギョウリエキ				21		80				-

		経常利益 ケイジョウリエキ				20		80				-

		当期純利益 トウキジュンリエキ				(52)		70





Sheet2

		





Sheet3

		







質疑応答



本説明会および当資料に含まれる意見や将来に対する予
測は、本資料の発表日現在において一般的に認識されて
いる経済・社会等の情勢および当社が合理的と判断した
一定の前提に基づいた判断であり、その情報の正確性を
保証するものではありません。
様々な要因の変化等により、実際の業績や結果が異なる
ことがある点を予めご了承ください。

また、業界等に関する記述や意見に関しても、信頼でき
ると当社が判断したデータに基づいて作成しています
が、当社がその内容を保証するものではありません。
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